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〇 外 務 省 告 示 第 四 百 四 十 七 号

平 成 二 十 一 年 八 月 十 一 日 に ラ マ ッ ラ で 、 パ レ ス

チ ナ 人 児 童 の 感 染 症 対 策 計 画 の た め の 贈 与 に 関 す

る 次 の 概 要 の 書 簡 の 交 換 が 国 際 連 合 児 童 基 金 と の

間 に 行 わ れ た 。

１ 援 助 の 目 的 及 び 内 容 パ レ ス チ ナ 人 児 童 の 感

染 症 対 策 計 画 を 実 施 す る た め に 必 要 な 生 産 物 及

び 役 務 の 購 入

２ 贈 与 額 一 億 二 千 百 万 円

３ 署 名 者

日 本 側 山 本 英 昭 在 パ レ ス チ ナ 暫

定 自 治 政 府 日 本 国 政 府 代

表 事 務 所 長 代 行

国 際 連 合 児 童 基 金 側 ジ ー ン ・ ゴ ウ フ 在 パ レ ス

チ ナ 自 治 区 特 別 代 表

平 成 二 十 一 年 八 月 二 十 一 日
外 務 大 臣 中 曽 根 弘 文

そのためには、未経験者を含め、介護業務
に関し、意欲・適性の見込まれる求職者に対
して、一定の職業訓練を効果的に実施し、人
材のマッチングを強力に推進する必要があ
る。

一方で、介護労働者については、賃金、労
働時間、健康面等の不安や不満に端的に示さ
れるように労働環境が厳しいこと、定着率が
低いこと、介護関係業務に従事していない多
くの有資格者が存在すること等、雇用管理等
の面で解決すべき課題が依然として残されて
おり、介護労働者が誇りを持って生き生きと
その能力を発揮して働くことができるよう、
かつ、事業主が良質な介護労働者を十分に確
保できるよう、介護労働者に対しての処遇改
善に重点を置いた雇用管理の改善や能力開
発・向上を図っていくことが喫緊の課題と
なっている。
このような背景もあって、平成21年度介護
報酬改定は、介護労働者の処遇改善を図るた
め、負担の大きな業務や専門性の高い人材へ
の報酬上の評価を導入している。また、平成
21年度障害福祉サービス等報酬改定において
も、良質な人材の確保等を図るため、同様の
評価を導入している。さらに平成21年度補正
予算においては、他の業種との賃金格差を更
に縮小し、介護が確固とした雇用の場として
更に成長していけるよう、福祉・介護職員の
処遇改善に取り組む事業者への資金の交付を
３年間行うこととし、２年目以降は、これに
キャリアパスに関する要件を加えることとし
ている。
事業主においては、労働基準関係法令等を
遵守することはもとより、その雇用する介護
労働者について、労働環境の改善、教育訓練
の実施、福利厚生の充実その他の雇用管理の
改善等を図るために必要な措置を講ずること
により、その福祉の増進に努めるとともに、
事業運営の効率化等を図ることを通じ、介護
労働者の雇用管理の改善等に資するよう取り
組むことも望まれる。また、国としては介護
労働者の処遇改善を始めとする福祉の増進や
人材確保を図ることを目的として、事業主の
雇用管理の改善等に関する自主的な取組を支
援する等、所要の施策を推進していくことが
必要であり、その際には、介護分野における
労働の特性、社会保障施策との連携に留意す
るものとする。
この計画は、このような基本的認識の下、
「介護労働者の雇用管理の改善等に関する法
律」（平成４年法律第63号。以下「介護労働者
法」という。）に基づき、今後講じようとする
施策に関する基本的事項を示すものである。

第 １ の ２ 中「平成17年度」 を「平成21年８月21

日」 に 、「平成21年度までの５年間」 を「平成25年
度まで」 に 改 め る 。

第 ２ の １ \ 中「19•9％（2¶539万人 ） 」 を「20•2％
（2¶576万人 ） 」 に 、「22•5％（2¶874万人 ） 」 を「23•1％
（2¶941万人 ） 」 に 、「28•7％（3¶473万人 ） 」 を「30•5％
（3¶635万人 ） 」 に 、「0•30」 を「0•31」 に 、「0•35」 を

「0•36」 に 、「0•48」 を「0•51」 に 、「500万人から
520万人程度に、平成26年度には600万人から640

万人程度に達すると見込まれており、今後」 を

「460万人程度となり、今後も増加が見込まれて
いることから、」 に 、「増大することとなる」 を「増
大すると考えられる」 に 改 め る 。

第 ２ の １ ] を 次 の よ う に 改 め る 。

] 障害者に対する介護需要
平成18年４月に施行された障害者自立支
援法（平成17年法律第123号）においては、
障害者が自立した日常生活又は社会生活を
営むことができるよう、都道府県及び市町
村に障害福祉計画の策定を義務付け、計画
的なサービス提供体制の整備を進めること
としている。
この障害福祉計画においては、居宅介護
等の訪問系サービス、生活介護等の日中活
動系サービス及びグループホーム・ケア
ホーム等の居住系サービスのそれぞれにつ
いて、必要とされるサービス量を見込むこ
ととされており、各サービス量は毎年度着
実に増加することが見込まれている。例え
ば、グループホーム・ケアホームの利用者
は、平成18年度で約3•8万人から平成23年
度では約8•0万人になることが見込まれて
いる。
上記サービス量の増加に伴い、障害福祉
サービスを提供する事業所の従事者につい
ても、一定の労働需要が生じることが見込
まれる。

第 ２ の ２ 中「行うことにより、平成17年から平
成22年」 を「行うが、平成24年から平成29年」 に 、

「概ね横ばいとなる」 を「多少減少する」 に 、「平
成16年」 を「平成19年」 に 、「約169万人」 を「約
211万人」 に 、「約100万人」 を「約124万人」 に 、「約
22万人」 を「約36万人」 に 、「約５～６万人ずつ」

を「約８～９万人」 に 、「平成17年11月末」 を「平
成21年３月」 に 、「約47万人」 を「約74万人」 に 、「平
成17年３月末日」 を「平成20年３月」 に 、「約270

万人」 を「約343万人」 に 改 め 、「従事していない
多くの」 の 下 に「潜在的な」 を 加 え る 。

第 ３ を 次 の よ う に 改 め る 。

第３ 計画の目標
介護労働者が意欲と誇りを持って生き生き
とその能力を発揮して働くことができるよう
にすること等のため、介護労働者の雇用管理
改善や能力開発に関し、一定の到達目標を掲
げ、計画期間中における達成を目指すことと
する。
１ 介護労働者の雇用管理改善の推進について
\ 雇用管理体制の整備
労働関係法令の遵守を始めとした適切な
雇用管理がなされるよう、事業主や施設長
等の責任者が、雇用管理の改善及びそのた
めの体制の整備について、認識・理解を改
めて深めることが不可欠である。
このため、これらの者に対して、労働保
険・社会保険への加入を始めとした労働関
係法令等の周知・徹底を図るとともに、雇
用管理の知識・ノウハウを取得するための
研修の受講を促進すること等により、雇用
管理体制の整備を図る。
また、雇用管理責任者の選任事業所は、

50％を上回ることとする。
] 定着促進
介護労働者の離職率については、平成19

年10月から平成20年９月までの１年間で約
19％であり、平成19年における全産業の平
均的な離職率である約15％に比べて高い状
況であることを踏まえ、介護サービス別、
就業形態別の離職率の要因等を分析するこ
と等により、継続的に20％を下回るものと
するとともに、全産業の平均的な離職率と
の乖離をできる限り縮小する。

^ キャリア管理の推進
個々の事業所において、就労ニーズに対
応した多様なキャリアパスの構築のために
評価基準を策定し、人事諸制度との関連付
けを行い、労働者の配置・処遇に結びつけ
ることを促進する。

_ 介護労働者の仕事の満足度等について
介護労働者の現在の仕事の満足度につい
ては、その向上を図り、悩み・不満・不安
については、その要因等について分析し、
解消を図るように努める。

〇 厚 生 労 働 省 告 示 第 四 百 号

介 護 労 働 者 の 雇 用 管 理 の 改 善 等 に 関 す る 法 律

（ 平 成 四 年 法 律 第 六 十 三 号 ） 第 六 条 第 五 項 に お い

て 準 用 す る 同 条 第 四 項 の 規 定 に 基 づ き 、 介 護 雇 用

管 理 改 善 等 計 画 （ 平 成 十 二 年 労 働 省 告 示 第 百 六 号 ）

の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 し 、 平 成 二 十 一 年 八 月 二

十 一 日 か ら 適 用 す る 。

平 成 二 十 一 年 八 月 二 十 一 日

厚 生 労 働 大 臣 Å 添 要 一

第 １ の １ を 次 の よ う に 改 め る 。

１ 計画策定の目的
我が国の急速な高齢化の進行、核家族化や
ひとり暮らし世帯の増大による家族介護力の
低下などに伴い、国民の介護サービスに対す
るニーズは増大していくと見込まれるととも
に、認知症等のより複雑で専門的な対応を必
要とする介護サービスのニーズが顕在化する
中で、介護サービスが国民のニーズに十分応
えるようにするためには、質・量の両面で介
護サービスの機能強化を図る必要がある。
このため、経済情勢が厳しい中にも成長が
期待される介護分野において、新たな雇用機
会の創出等を進めていくため、各種施策を講
じていく必要がある。
今後、高齢化の進行に伴い、介護分野の労
働市場の拡大が見込まれ、質の高い人材を安
定的に確保していくことが課題となる。
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